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(１) 世界銀行

　世銀がザンビアに対して援助を開始したのは1956年である。当初は電力・輸送・通信

等のインフラ分野や、農業・教育等の分野を中心とした融資を行っていた。さらに、銅

鉱山、道路、鉄道改修、農業・産業開発支援等の融資が進み、主要な援助機関となって

いたが、1987年にＩＭＦとの交渉が決裂し、世銀の新規融資は中断されるに至った。し

かし、ザンビア政府は、1998年６月にＩＭＦ、世銀の構造調整実施に合意したため、1991

年から援助が再開されている。

　世銀による構造調整融資は、経済発展、ミクロ経済安定化の促進を目的とするも

のであり、ＥＳＡＣ Ⅰにおいては、農業重視、経済自由化を進めてきている。そして、

ＥＳＡＣ Ⅱでは、都市部における不法居住区の正規化と農村部における土地貸借権の手

続きの効率化を条件としている。不法居住区の正規化は、ＬＣＣの歳入の増加をめざし

たものである。

　また、世銀はＵＲＷＳＰを実施中で、このプロジェクトの実施を通じ、ザンビアの主

要９都市（Lusaka、Kitwe、Ndola、Chingola、Kalulushi、Luanshya、Mufulia、

Livingstone、Chililabombwe）における都市計画の策定と基盤整備を進め、地方分権化

の支援をしている。

　このＵＲＷＳＰは、以下の３つのコンポーネントから成る。

①上下水道システムのリハビリテーション（ルサカ市に対しては、このコンポーネ

ントは含まれない）

②コミュニティの水・衛生改善のためのデモンストレーション・プロジェクトの実

施

③ＭＬＧＨ及びＬＣＣにおける都市計画及びマネージメント能力の強化

　ストラクチャープランの策定は、この３番目のコンポーネントの制度・能力づくりの

一環として実施されるもので、ルサカ市のストラクチャープランの策定もこのコンポー

ネントに含まれていることが、予備調査で確認されている。

　このＵＲＷＳＰのコンポーネント③についてのコンサルタント業務のＴＯＲは、既に

ファイナライズされており、調査業務は1998年11月の事前調査時ではコンサルタントの

選定段階に入っているとの情報を得ている。調査期間はおよそ６か月を見込んでいる。

　また、コンポーネントの②については、ＮＧＯを活用して都市周辺の水・衛生改善の

ための計画を住民主導で実施するもので、そのＴＯＲも既に公示されている。
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(２) ＥＵ

　ＥＵは、ザンビアがロメ協定の署名国となった1975年から援助を行っている。これま

でＥＵが実施した、あるいは実施中のプロジェクトは、国全体の様々な分野に及んでい

る。生産関連部門では、輸出振興、工鉱業部門融資、貧困層へのマイクロクレジット、

農業・農村開発、観光と野生動物保護、森林保護、都市マーケットの整備、道路整備を

中心として援助を行ってきた。また、社会部門としては、教育を中心とした住民の参加

によるマイクロプロジェクト（376件のプロジェクト）の実施、輸血体制の強化等を実施

している。さらに人的資源の開発、地方への協力など非常に広範な内容を実施してきて

いる。

　現在、第４次ロメ協定の５か年計画（1995～2000年）が実施されているところである

が、今後の計画案においても、生産関連部門では、農業、森林、工業、鉱山、観光、野

生動物保護が主な対象セクターとなっており、また、輸出振興と国内市場の開発整備も

継続されるとのことである。これらに加えて、今後の計画案には、地方分権化支援が含

まれている。これは、地方自治政府、労働組合やＮＧＯ等に直接、資金供給を可能にす

るもので、マイクロプロジェクト同様、住民組織によりプロジェクトが主導され、実施

においても住民組織の積極的な参加を基本とするものである。第４次ロメ協定期間中の

具体的な計画としては、南部州において、市当局、住民組織、及びＮＧＯによって開発

されたプロジェクトに資金提供することが提案されている。南部州では、市当局、住民

組織、ＮＧＯが、既にＧＴＺの支援により能力開発プログラムを受けているとのことで

ある。

　予備調査では、ルサカ市のコンパウンド改善計画と競合するＥＵのプロジェクトの有

無が調査されたが、ＥＵが実施している住民参加を前提としたマイクロプロジェクトは、

先に述べたとおり教育分野が中心であり、その具体的内容は、小学校のリハビリテーショ

ンが主とのことである。すなわち、既存の小学校を対象に、主にＰＴＡ等の住民組織に

資金提供するものである。また、こうしたＥＵの事業にこれまでＮＧＯを介在させたケー

スはごく少ないとのことであった。

　また、ＥＵが実施する生産部門への協力としてマーケット整備があるが、これは中央

市場的な大規模なマーケットを対象にしているもので、コンパウンド内にみられるよう

なマーケットの改善を対象としているものではない。

(３) ＵＮＣＨＳ/Habitat

　ＵＮＣＨＳは、ＳＬＰという、コンパウンドにおける最貧困者層の貧困緩和と環境改

善、組織・体制の強化を目的とした長期的開発をサポートするプログラムを実施してい
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る。このプログラムは、地方自治機関であるＬＣＣが中心となって、関係政府機関、コ

ミュニティ組織、ＮＧＯそして民間セクター等（Stakeholders）の参画により実施され

ているが、それぞれが環境と資源の管理能力を高めることで地方自治レベルの権限と組

織を強化していくことをめざしている。

　資金源は、ザンビア政府（17万2,000米ドル)、ＵＮＤＰ（70万米ドル)、Irish Aid

（66万8,000米ドル）で、３年計画で実施される予定である。

１) アセスメント及び準備段階（９～12か月）

ａ) ルサカ圏の環境プロファイル報告書の作成

　現地のリサーチャーにより作成された現況報告書で、次段階のCity Consultation

に関心のある人々に配布されている。現状認識・問題意識を呼び起こすものとして利

用される。

ｂ) コンサルテーションとワーキング・グループの形成

　優先課題の検討と政府機関・ＬＣＣ・コミュニティ組織・民間セクターなどによる

ワーキング・グループの形成。

２) 戦略・アクションプランの策定と実施段階（15～21か月）

　準備調査に基づき、ワーキング・グループにより地域のレベルにあった戦略・アク

ションプランが策定され、デモンストレーションを実施する。このプログラムは、計

画プログラムであり、実施についてはデモンストレーションにとどまり、実際の実施

の資金源は、他のドナーからの支援を模索することになる。

３) フォローアップ段階（６～12か月）

　アクションプランの実施をモニタリングして更に洗練されたものとし、ルサカ市全

体として成長と開発が持続可能となるような戦略的な枠組みに、最も効果的な都市の

運営機構を形成していこうというものである。

　現段階は、既に上記の準備段階に入っており、N'gombe、Mandevu/Marapodi、Chibolya

の各コンパウンドについて、1997年11月から既に準備段階に入っている。N'gombeコンパ

ウンドについては、コンサルテーション報告書ができあがっている状況である。

　UNCHSのルサカ市担当メンバーは、現在３名である。

(４) African Housing Fund (ＡＨＦ)

１) 組織

　貧困の撲滅を最終目標とし、その方策として自助努力による住居と生活の改善を行っ

ている。1990年にナイロビで設立され、ザンビアにおける活動は1996年よりＮＯＲＡＤ
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の援助で開始された。今回のＣ／ＰであるＭＬＧＨはＡＦＨの（規模は小さいが）基

金と活動により、住宅の建設を行っており、密接な協調関係にある。従ってＭＬＧＨ

内にオフィスを置き、省内では他とは別格のＮＧＯである。

２) 活動

　ＡＨＦの設立趣意は当事業と類似であるが、ＡＨＦは当案件との接点はあまりない

ものと考えられる。その理由としてまず、名前が示すとおり、基金でありコンサルタ

ントではない。ファシリテーターとしての参加を得意とするが、規模の比較的大きな

水供給施設や道路の建設などに関してはエンジニアリング的な設計・積算等は経験が

ない旨、ザンビア責任者のMs.O.Moyo 女史から伺った。次に活動の対象が個人向けの

住宅、マイクロクレジット、小規模農園、浅井戸であることで我が方の当面考えてい

る公共インフラ等との重なり合う部分が小さい。また仮に、ＡＦＨに事業のファシリ

テーターとして参加してもらうにしても「ＭＬＧＨを通しての参加」が前提というこ

となので、扱いが複雑になる可能性がある。Moyo女史によると、ＪＩＣＡとしてＡＨＦと

契約関係をもつのは難しいということである。

３) 実績

　1998年６月までの実績は以下のとおりである。

住宅建設 2,020 戸

水供給 2,870 世帯

小規模農業 26 世帯

小規模事業 234 世帯

　このほか、ＡＨＦはブロック制作などの職業訓練を行っている。今回の対象となっ

た未計画居住区内においてＡＨＦが活動しているのはLindaのみである。

４) その他

　カントリーディレクターのMs. Moyo女史は、住民に賃金を支払って事業を行うこと

に反対している。「援助機関の不適切な実施方法が貧困の一つの要因」との意見あり。

　当事業の対象コンパウンドであるLindaにて、住宅の建設及びマイクロクレジットを

行っている。マイクロクレジットに関してはうまくいっていないとLindaコンパウンド

の住民よりの報告があった。

５) 今後の予定

　全国的な展開をめざしているが、主な資金協力者のＮＯＲＡＤ次第であり、具体的

な計画を持ちあわせていないようである。
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(５) World Food Programme（ＷＦＰ）

１) 組織概要

　ＷＦＰは国連機関であり、主たる活動としてルワンダ、ボスニアなど戦禍による難

民のための緊急食糧援助及び慢性的な飢餓状態にある国々への食糧援助を行っている。

1997年の予算は12億米ドルでスタッフは4,000人を擁し、現在84か国において活動を

行っている。ＷＦＰの焦点は貧困状態にある社会の女性、子供、老人であり、その活

動は途上国において食糧の買い付けや雇用機会を創出しつつ、食糧を供給することを

基本とするが、その国の緊急性や状態によって３段階のスタンスを用意する。すなわ

ちFood for Life、Food for Growth、Food for Work である。ザンビアにおいて

は、このうち最も緊急性の低い、Food for Work（慢性的に食糧が不足している地域

において、住民の自立を目的として、簡易な道路や側溝の建設を住民が行うことに対

する報酬として食糧を供給する）が適用されている。

２) ザンビア国内の活動

　ＷＦＰは1964年にザンビアにおける活動を開始した。最近の活動ではProject Zam-

bia 4756 (Safety net for valunerable groups under structural reform）がザ

ンビア政府の要請によって1992年から５年間の計画で開始され、第２期が現在も継続

中である。Project Zambia 4756は、以下の４つのコンポーネントをもっている。①

Food for Work、②地方における栄養失調の子供たちへの食糧配布、③エイズ患者へ

の介護、④小規模事業支援、である。① Food for Work のザンビアにおける実施主

体として、Project Urban Self-Help（ＰＵＳＨ）がＷＦＰによって設置された。

　現在人員は６名で、以下の地域において前出のFood for Workを実施している。そ

の活動費はザンビア政府が支援しており、食糧、建設機材等はＷＦＰから支給されて

いる。第１期は既に終了し、現在第２期事業が開始されたところである。事業内容は、

住民による道路建設・補修、排水路建設、小規模橋梁、カルバート橋、ゴミ改修、敷

石、ゴミ収集箱設置、ＶＩＰトイレ設置などである。10日間、４時間（40時間）の就

業に対して、25キログラムのミルミル、750ミリリットルの調理油、１キログラムのマ

メ（２万ワクチャ相当、2,500円）が報酬として支給される。

第１期プロジェクト（1992～1998年９月）

対象地区：Chawama、Bauleni、Chaisa、Garden、Monterdale (Kalikiliki含む)

第２期プロジェクト（1998年10月～2000年まで）

対象地区：Chainda、Linda、Jack、Kalingalinga (このうちKalingalingaについて

は1999年に終了予定)
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３) その他

　当面のＷＦＰの計画が当案件の対象地区と重なる箇所はLindaのみである。地域にお

けるほかのＷＦＰの主な事業内容は、地域住民の開発についての理解の促進、ＲＤＣ

の設立の促進、極小ローンの貸付（Food for Work参加者のみ。資格を得るには４時

間の労働を10日間しなければならない）などである。

　Lindaでは既に事業が始まっており、参加希望者多数で抽選になっているらしいが、

これらＷＦＰの事業は地域振興よりも食糧分配に、また地元の主体性よりも、ＷＦＰ

の施策実施に比重が置かれている印象を受ける。ＷＦＰがインフラ整備をしたあとの

Kalikiliki地区を訪問したが、一過性の事業であり、残るものが少ないようである。

ただしローカルスタッフは主体的に提案でき、経験も豊富なルサカ市職員ＯＢがいる。

当案件には（個人的になら）協力可能とのことである。

　コンタクトパーソン：George Lungu, Community Development Officer of PUSH

４－２　主要援助国４－２　主要援助国４－２　主要援助国４－２　主要援助国４－２　主要援助国

(１) アイルランド（Irish Aid）

　ザンビアはIrish Aid の主要援助国の１つである。1982年にIrish Aid Zambiaによ

る対ザンビア援助が開始された。近年（1992～1997年の５年間に）その援助額は４倍以

上に増加している。ちなみにみに1997年の援助額は618万ポンドであった。地域別では、

貧しいとされる北部州へ全体予算の50％を集中させている。

　Irish Aidの主要な活動対象は、給水施設、トイレなどの施設、病院等の厚生施設の建

設、並びに初等教育、都市・地域開発である。なかでも27％の予算が給水施設に使われ

ている（1997年予算)。都市開発については、未計画居住区の生活改善のために必要な上

記項目すべてについて援助を実施している。主な事業は以下のとおりである。

・Promotion of Community Managed Urban Services（ＰｏＣＭＵＳ）の実施

・ＳＬＰへの支援

・ＬＣＣのリサーチユニットへの支援

１) 住民参加型地域インフラ開発（ＰｏＣＭＵＳ)

　Irish Aidは、国際ＮＧＯのCARE Internationalとともにルサカ市内の住民参加型

開発において最も実績がある。ＰｏＣＭＵＳは、Irish Aid が実施している住民参加

型のインフラ開発事業のことである。特徴として、その計画は当初より地域住民の自

立を目的としている点、及びその手法として、住民による企画、計画、事業実施、管

理を行うことがあげられる。Irish Aidは資材と職業訓練プログラムを主として供与

するのみであり、脇役に徹している（３－２－４事例参照)。
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　ルサカ市における住民参加型開発は1987年にUNCHS/HabitatによってBauleni地区で

始められたが、Irish AidはUNCHS/Habitat、ＬＣＣの住宅・社会サービス部と密接な

関係を保ちつつ、1991年よりKamanga地区などの住民組織の立ち上げ、住民主導による

インフラ整備などを行い、1997年に事業を終了した。なおIrish Aid はKamangaに倣っ

てＬＣＣが選んだルサカ市外の３地区においてＰｏＣＭＵＳを実施した。Irish Aid

は４地区における事業を終了するにあたって教訓をまとめた以下の報告書をまとめて

おり、当案件のよい参考になるであろう（Community Reflections-A documentation

of the experiences of four urban Communities and Councils supported ubder

the Irish Aid Compound Upgrading Programme, 1991-1997)。

２) ＰｏＣＭＵＳの全国展開

　1999年からは、住民参加型の地域開発がザンビア国内で効果的な手法であると認知

された、としてIrish Aidは、我が方のＣ／ＰでもあるＭＬＧＨの全面的な協力を得

てＰｏＣＭＵＳの全国的な展開を行うべく関係各機関の調整を開始したところであり、

1998年11月現在ザンビアにおける参加型開発は第２段階に入ろうとしていると考えら

れる。これまでの試行錯誤の結果から得られた教訓を学ぶことにより、無駄な時間や

労力を省くことができるものと期待されている。

３) Sustuinable Lusaka Programme（ＳＬＰ）

　国連（ＵＮＤＰ、UNCHS/Habitat）が1997～2000年までの３年間に行うプロジェク

トで、総コスト（ザンビア側拠出除く）の約50％である66万8,000米ドルをIrish Aid

が拠出している（「４－１(３)　UNHCS/Habitat」参照)。代表者のMaGrath氏によれ

ば、Irish Aid内ではＰｏＣＭＵＳとＳＬＰを同時に行うことで混乱もあったが、現

在ではともに成功しているとのことである。

４) その他

　Kamanga地区等の開発に携わってきた優秀なローカルコンサルタントを、ＪＩＣＡの

本格調査団にも紹介可能であるとのことである。Irish Aidは事業を実施する際に

ＮＧＯを通して行うことについて、積極的ではないとのことである。その理由は、

ＮＧＯは独自のカラーをもっており、Irish Aidの考えにフィルターがかかってしま

う可能性があるため、と説明を受けた。

５) コンタクトパーソン

　National Programme Coordinator, Brendan McGrath
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(２) ＤｆＩＤ

　英国のザンビアに対する援助は、同国のアフリカ諸国に対する二国間援助の中で最大

であり、主に経済改革プログラム（公共部門の改革と地方分権化を含む）及び教育と保

健分野を対象としている。

　保健分野では８つの診療所を手掛けており、Chipata、Kanyama、Chilangaコンパウン

ド等、５つのコンパウンドでは診療所が既にオープンしている。Kalingalingaコンパウ

ンドなど３つのコンパウンドについても、診療所がこれからオープンするとのことであ

る。給水に関しては、Chipataコンパウンドの給水事業をＮＧＯのＣＡＲＥを通じ、支援

している。保健と給水事業の組み合わせは、非常に効果があると評価している。

　教育に関しては、ザンビア人教師を調整役とし、理数科を教えるためのリソースセン

ターを全国に設置したり、一部、校舎の建設を行っている。

　また、ＤｆＩＤは、最近ＣＡＲＥのプログラムであるＰＲＯＳＰＥＣＴ（Programme of

Support for Poverty Elimination and Community Transformation）におよそ1,000

万ポンドの資金供与を決定したとの情報を得ている（さらに詳細は「４－３(１)　ＣＡＲＥ」

で説明)。

(３) ＵＳＡＩＤ

　ＵＳＡＩＤは、特に保健分野を中心に、農業分野及び民営化などの制度面の強化の支

援を行っている。また、教育分野に対する支援も始めたところである。ＵＳＡＩＤの活

動は、地方分権化を支援するもので、制度面の改善に係るプログラムを実施している。

しかし、具体的にコンパウンドの改善など、社会基盤の施設整備などの投資プログラム

を直接実施するものではない。しかし、ＮＧＯへの資金供与として、バスケットファン

ディングの形でＣＡＲＥに資金供与している。また、ＳＬＰの支援に参加している。

(４) 日本

　日本政府によるザンビアに対する最近の援助実績は、表に示すように無償及びプロジェ

クト技術協力が主体となっている。

　特に、コンパウンドに関連したものとしては、無償資金協力によってGeorgeコンパウ

ンドの給水改善を1993年から実施している。計画の概要は、以下のとおりである。

・コンパウンドに８本の深井戸を掘り、高架タンクを建設し共用水栓と洗濯場を配置

して配水する。

・１人１日給水量は、35リットルである。

・給水に要する運転費用は、利用者である住民が世帯当たり月額1,500クワチャを支
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払う。料金は、ＬＷＳＣに支払われている。収集された料金は、Georgeコンパウ

ンドの独立した会計で管理されている。また、公共水栓ごとに住民によるT a p

Committeeが組織され正しい水使用の啓もう活動及び使用者が持つ登録証のチェッ

クを行っている。施設の運転・維持管理はＬＷＳＣが行う。

・工事は４フェーズに分割されており、２フェーズが完了した1996年に日英による

合同評価が行われ、引き続き残りのフェーズが実施されている。

　住民組織であるＲＤＣのなかに水組合が設立され、こうした住民組織の能力開発トレー

ニングなどの支援活動を、日本のコンサルタントと共同でＮＧＯのＣＡＲＥが並行して

実施している。

　また、プロジェクト方式技術協力として現在、ルサカ首都圏ＰＨＣプロジェクトが1997

年３月から５年間の予定で実施されている。特にコレラ発生の多い３つのコンパウンド

（George、Chawasa、Chaisa）を選択し、基礎保健調査を行い、Georgeコンパウンドを

パイロット地区として、コミュニティベースのＰＨＣプログラムを実施している。また、

ヘルススタッフの能力強化やルサカ市保健管理情報システムの強化、さらにレファラル

システムの改善等の実施も含まれている。このほかにも職業訓練、マイクロクレジット、

青少年の健全育成のための活動等々広範な活動を行うものである。

　教育分野の日本の支援としては、無償資金協力としてコンパウンドにおける小学校建

設が現在進められているところである。この基本設計は1998年に完了する。

表４－２　ルサカ市ＰＨＣプロジェクト概要（1998年10月現在）

地域主体のＰＨＣプログラム

運営能力向上

保健管理情報システムの強化

保健機関間の連絡体制強化

医療スタッフの訓練

１．下痢、栄養失調症の予防、管理と栄養改善のための支援活動
２．衛生環境改善のための公衆トイレなどの支援活動
３．貧困対策としての洋裁などの職能訓練
４．健康増進に役立つ協同農園
５．ＧＩＳによる衛生環境マッピング

事務スタッフの研修、事務機材供与

中央健康評議会が策定した健康管理情報システム（ＨＭＩＳ）の
運用支援

マラリア等の検査態勢と検査機器の整備

医療従事者対象の研修、学校保健の普及支援など
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(５) その他

　今回の予備調査では直接コンタクトできなかったが、その他の主な二国間援助機関と

して、ドイツＧＴＺ、カナダＣＩＤＡ、ノルウェーＮＯＲＤＡなど多くの援助機関が活

動している。

１) ＧＴＺ

　特にルサカ市に関連したものとしては、ＧＴＺが過去にKalingalingaコンパウンド

を対象として改善計画を実施した例がある。その内訳として、①学校、クリニック、

コミュニティ・センターなどのコミュニティ施設の設立、②公共水栓、ゴミ収集箱の

設置、道路舗装と街灯の設置、③コミュニティの回転資金による住宅改良ローン、④

収入改善のための回転ローン、⑤低コストの建設資材・技術と様々な衛生設備の試験

的適用などの支援を行ったものである。そして、住民参加によるコンパウンドの改善

についてのマニュアルを作成している。

　ＧＴＺは、また、上水道事業において述べたようにＬＷＳＣに対して、Kafue Bulk

Water Supply Projectの入札に関する技術委員会のスポンサーとなっている。

２）ＣＩＤＡ

　ＣＩＤＡが関連しているものとして、ルサカ市の廃棄物処理Ｍ／Ｐの策定があげら

れる。このＭ／Ｐ策定は、ＣＩＤＡの支援による環境改善のための資金供与の１つと

して実施されたもので、その第１段階として現状把握に関する報告書が作成されてい

る。しかし、続く第２段階で、実際にＭ／Ｐの策定が実施されるはずであったが、そ

のための資金が、カフエ川に繁殖したホテイアオイの除去に流用されたため、Ｍ／Ｐ

の策定は中断されたままとなっている。本予備調査では、今後、このＭ／Ｐ策定を再

開するかどうかについて確認できなかったが、ザンビア環境議会が資金の使用の権限

をもっているとのことであった。

４－３　ＮＧＯの活動４－３　ＮＧＯの活動４－３　ＮＧＯの活動４－３　ＮＧＯの活動４－３　ＮＧＯの活動

　ザンビアでは、多くのＮＧＯが活動している。今回の予備・事前調査では、特にルサカ市のコ

ンパウンドの改善計画に係るＮＧＯについて調査された。主なＮＧＯとしては、表に示すような

ＮＧＯがあげられる。特にＣＡＲＥは、規模的に最も大きな展開をしている。
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表４－３　現在活動している主なＮＧＯ

ＮＧＯ 活動ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ 主な活動 ｺﾐｭﾆﾃｨの役割 期 間

１．CARE INTERNATIONAL Chipata, Kanyama,
Malota, Chaisa,
Mutendere,
Chazanga,
Mandevu,
Chibolya,
John Laing,
Matero,
Chuunga

住民の組織化
給水改善
衛生 〃
ﾛｰﾝｸﾚｼﾞｯﾄ

工事への労務提
供
住民組織による
料金徴収

PROSPECT
1998～2002

２．PR O G R A M M E  U R B A N
SELF-HELP (PUSH)

Kalingalinga
Mtendere, Bauleni,
Chawama, Garden,
Kalikiliki,
Chaisa,
Garden

道路改善
排水 〃
衛生 〃
( F o o d  f o r
Work)

工事
測量
排水溝掘削
清掃

1992～

３．HUMAN SETTLEMENTS
　　OF ZAMBIA (HUZA)

N’gombe
Bauleni
Kanyama

クリニック
給水 〃
ﾛｰﾝｸﾚｼﾞｯﾄ
職業技能訓練
ﾏｰ ｹ ｯ ﾄ電気供
給
教育ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

1992～to
date

４．WORD VISION (WV) Chainda 住民の組織化
給水改善
ｺﾐｭﾆﾃｨ学校
ﾛｰﾝ･ｸﾚｼﾞｯﾄ
子供養育ｽﾎﾟﾝ
ｻｰｼｯﾌﾟ

水道管布設掘削
工事
蛇口の保守
水道使用料支払
い
ローン基金への
拠出

1988～to
date

５．Africare Chazanga ＶＩＰの建設 ピットの掘削
砂の提供
レンガ作成

1993～？
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(１) ＣＡＲＥ

　ＣＡＲＥは、1992年からＣＩＤＡの資金により、ＰＵＳＨを実施している。このＰＵＳＨ

は、ＷＦＰの一環として行われたもので、続いてＰＵＳＨ Ⅱとして、1994年からは、英

国ＤｆＩＤの資金支援によりルサカ市と協力して、最貧困者層の女性約2,000人に対し社

会基盤整備への参加、貯蓄やローンへのアクセス、地域住民組織の形成を図ってきた。

そして、これらの経験を生かし、さらに1998年１月からはＰＲＯＳＰＥＣＴ (Programme

of Support for Poverty Elimination and Community Transformation）として、住

民組織の育成、給水施設整備などの基盤整備、貯蓄とローンの推進を主目的に実施され

ている。

　このプログラムの資金源は、英国ＤｆＩＤで、ＰＲＯＳＰＥＣＴに対し、1,000万ポン

ドが５年計画プログラムに供与される。ＰＲＯＳＰＥＣＴが対象とするコンパウンドは、

14コンパウンドで、主に住民の組織化と組織の強化、社会基盤施設の整備、マイクロク

レジットを実施するものである。社会基盤施設としては、給水施設、教育施設、保健施

設の設立を予定している。このプログラムは1998年から開始され、５年計画で実施する

こととなっている。

　給水施設改善は、Kanyama、Malota、Chaisa、Mutendere、Chazanga、Kabanana、

Mandevu、Chibolya、John Leing、Matero、Chuungaの11か所のコンパウンドで実施さ

れる予定である。このなかには、日本政府に対して改善の要請をあげているコンパウン

ドが含まれていることから、本格調査実施にあたっては、ＣＡＲＥのＰＲＯＳＰＥＣＴ

の進捗の把握と調整が必要と思料される。

　また、ＣＡＲＥは、ＰＵＳＨ ⅡにおいてChipataコンパウンドでおよそ４万5,000人

を対象とした給水施設建設を住民の参加によって実施している。この給水施設建設工事

の内容は、実施方法からみて２つに分けられる。１つは、コントラクターによる高度で

しかも集中的な工事を行う部分で、これは、現地に事務所を置く外資系コンサルタント

が設計を行い、井戸建設、高架タンク建設、給水センター建設などをコントラクターが

行う。他方は、管布設工事のトレンチ掘削などの単純作業で、これらは、ＣＡＲＥの監

督下、住民が実施する部分となる。このChipataコンパウンドでの水道施設建設の実績で

は、給水人口１人当たりのコストが、25～30米ドルとのことである。給水プロジェクト

のコストとしては非常に低いコストであるが、給水は各戸給水ではなく、公共水栓によ

るものであり、１人１日当たりの給水原単位は25 lcpdと、かなり限定された条件で計画

されたものである。しかし、ＣＡＲＥによると、１水栓当たりの使用者数、給水栓まで

の平均距離、給水時間、料金などサービスの程度については、住民と十分時間をかけて

協議・検討したものであり、現在では住民は待ち時間なしで給水を受けることができ、
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Sponsorship）

　World Visionは、今後も給水改善、衛生改善、所得向上、そして教育機会の創出と支

援を主な活動目標に掲げており、これらの具体的なプログラムの作成と実施のための資

金の獲得の道を探っている。

(３) その他のＮＧＯ

　ルサカ市周辺のコンパウンドにおいては、このほか、ＨＵＺＡ、ＰＵＳＨ（ＣＡＲＥ

によるＰＵＳＨプログラムとは別のザンビアＮＧＯで、Programme Urban Self-Helpの

略）があげられる。ＨＵＺＡは、N'gombeでの活動を実施しており、他のＮＧＯと同様、

住民の組織化をはじめ給水等の改善の支援を行っている。特に、女性を対象とした職業

訓練にも力を入れている。布の作成やトイレの屋根瓦の作成などを支援している。また、

現在も活動しているか確認できなかったが、AfriCareも過去に活動している。また、地

方においては、英国のWaterAidなど多くのＮＧＯが存在している。

　コンパウンドで活動するＮＧＯが、複数共存するところは少なく、First Come、First

Play的なところもあるようである。ＮＧＯの支援目的及び住民に対する支援手法は、ほ

ぼ類似している。

表４－４　現在当案件の対象地区におけるドナー等の活動状況
（現在進行中でＬＣＣが把握している事業）

Chazanga Chibolya Freedom Kalikiliki Linda Mazyopa N’gombe Kanyama
Sanitation

Water
Supply

Road

Drainage

School/
Education

Electricity

Clinic/
Health
Center

Housing

Micro
Credit

Capacity
Building of
Leaders

Physical
Survey

Social
Survey

CARE CARE ＰＲＯＳ
ＰＥＣＴ
(CARE)WFP

WFP

WFP

WFP

NORAD

AHF/
NORAD

PROSPECT
(CARE)

LCC LCC LCC LCC LCC LCC LCC LCC

LCC/
Irish Aid

LCC/
Irish Aid
(cont’d)

LCC/
Irish Aid

LCC/
Irish Aid
(cont’d)

LCC/
AHF

LCC/
Irish Aid

LCC/
Irish Aid

LCC/
Irish Aid
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